































いた。問題は東北沿岸の被災地に入るための手段にあった。平成二十二年春まで―防衛庁時代（の平成十三）から平成二十二まで一〇年近く―、私は有識者として防衛省陸上幕僚監部（ 「陸幕」 ）から「オピニオン・リーダー」の委嘱を受けて 当時、その関係もあって、防衛省陸上幕僚監部監理部総務課広報室の貴島康二・１等陸佐（現・陸上自衛隊第７高射特科群・群長兼竹松駐屯地《長崎県》司令）にいろいろな対応をとって頂いていた。従前、陸幕からは「先生との関係は従来通りです。 」と連絡を受けていたからである。未曽有の地震・津波被害を想い、しかも一教員の立場を考え合せると、現地に赴いて救援部隊（自衛隊）の組織的活動を調査することなど、到底、不可能と思えた。　
地震発生から、ちょうど一週間が経過した一八日の夜、陸幕の貴島１佐から自宅に連絡が入った。連絡の内容は、
４～５日前に依頼した今回の「災害派遣」の資料に する件であった。陸幕「広報」は、陸自のエリート集団の一角を占める。そこからの「連絡」である。事がことだけ 、自然と身が引き締まる。陸幕からの資料を見ながら 阪神・淡路大震災の時の記憶を蘇らせていた。同時に、陸上自衛隊の災害派遣の規模があまりに大きいことに圧倒された。神戸の震災とは、すべての点で事情が大きく違っていた。被災地域は 東北 方・太平洋沿岸の全域にわたってい被害の点でも、また被災地域 広大さの点でも、さらに く交通手段の点を考えあわせても比較になら かった。　
常に、私が行う災害研究の争点は決まっている。学術的立場から、災害の「衝撃期」における自衛隊の「組織的対
応」 ・ 「組織間対応」を捉えることである。具体的には、社会学的視点とその思考の枠組を基 、 「衝撃期」 おける緊急救援組織（ 「自衛隊 ）の「動き」を捉えることにある 現地調査を基 、社会学的分析 行ない、未曽有の大災害の下で実施された自衛隊の「組織的対応」 ・ 「組織間対応」を記録し、 「日本」という国に またこの国の人びとにとって少しでも 糧」になる「知見」 （ 「生きた知識」 ） 導き出 それを後世 正しく伝えることで る。
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また、救援の主力たる応急救援部隊（ 「自衛隊」 ）の「組織的対応」 ・ 「組織間対応」 事実 積極的に汲み取ること
により、災害の「衝撃期」における人間社会の「対応」全般のあり方を記す社会学的知見が得られる である。　
そのためにも 一刻も早く東北の三陸沿岸に入らなければならない。しかし、問題は三陸沿岸（ 「被災地」 ）に入る
ための手段にあった。一教員の立場で、私一 が出来ることなどあまりにも限られていた しかし、状況は待ってはくれない。様々な「壁」に阻まれ、まだ私は東京に釘づけにされていた。いや、テレビが創り出す「疑似 」（Pseudo-E
nvironm
ent ）の前にいた。マス・メディアの中には、日頃（ 「平穏な社会状況」の中にあって）自衛隊
の「運用」を憲法上の問題として批判するものがある。そうした「フーレム」 （ 「政治的・イデオロギー的思考の枠組」 ）
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に立脚したメディア内容（ 「報道」 ）から、 （一部の例外を除き） 「衝撃期」における自衛隊を軸とした救援機関・組織等の組織的対応や組織間対応のあり方を探るために、政治的に「偏り」のない学術的証例や実証的データを引き出すことは、極めて難しい。　
少しでも、 「現場」の情報収集に当たる（ 「真実」に触れる）という意味で、防衛庁と深い関係にある『朝雲新聞社』
に電話を入れた。陸幕のオピニオン・リーダーを務めた関係から 『朝雲』の記者の中に何人かの知り合いがいたからである。 『朝雲』も「闘い」の最中にあった。たまたま社内に居合せた記者の一人が答えてくれた。 「 『幕』 （ 「上級司令部」 ）からの情報だけでは、現場の応急救援部隊の具体的動き（ 「情報」 ）が分かりづら 。部隊 活動に関する詳細な情報がほとんど伝わってこな め、自分たちは、部隊（ 「現場」 ）と連絡をとっている。 」とのことであった。当然の回答である。 『朝雲』の記者たちも、 通常の取材、 編集の過程の中で 動いて」はいなかった。すべてが「普段」とは違っていた。　
日本という国が未曽有の大災害に襲われ、 『幕』 （ 「上級司令部」 ）を始め、現場では応急救援部隊のすべてが「闘 」
の渦中にあった。言わば、自衛隊のすべて 組織と部隊が東北の被災者と日本という国の盾となっ 闘っていた。観測史上最大の地震・津波災害を前に、自衛隊は被災者の救援と日本 安全保障、さらにハイチ おける救援活動（ 「国際貢献」 ）等 全力を奮っていた。切迫した状況の中で、貴島康二・１等陸佐からの「連絡」は有難か た。陸上幕僚監部は、これまで、 「陸幕オピニオン」の委嘱と活動を通して培ってきた、私との小さな関係（ 「繋がり」 ）を忘れてはいなかった。心から 有難い。 」と思った。頭 中では、 「このような時期に、申し訳ない。 」といった気持と、 「出立の準備をいそがねば。 」とい 気持とが錯綜していた。 「東北地方・太平洋沖地震」発生直後の さに「国難」ともいえる緊迫した段階で、 陸幕 貴島康二・１等陸佐から送られてきた貴重な資料は 私 「やる気」を大いに「振作」した。
―61―
　
しかし、三陸沿岸の被災地に入るための手段が見当たらなかった。 『幕』 （ 「上級司令部」 ）も闘いの最中にあった。




城県北部沿岸地域（気仙沼市、南三陸町等）に展開していた九州・沖縄の部隊（陸上自衛隊西部方面総監部隷下の第４師団《司令部・福岡市》 、第８師団《司令部 熊本市》 、第
15旅団《司令部・那覇》の各部隊）の動きに注目した。
それは、尖閣諸島と沖縄の領有を主張して止まない中国の「動向」が気になったからである。一九九二年二月、中国は「中華人民共和国領海および接続水域法」 （ 「領海法 ）を施行し、尖閣諸島等を「中国の領土」と規定した。　








突」 ）させてきた 事件」を機に、東シナ海、南西諸島方面における日 間 軍事的・政治的緊張は一段と厳しさを増していた。かねてから懸念されてきた中国による南西諸島「侵攻」 脅威が高まり 見せていたのである。当時、
―62―
中国の「強硬」な外交姿勢と民主党政権の見せた狼狽振り、また稚拙で弱腰な対中姿勢は、世論から民主党政権における領土意識や国家意識の欠如だと指弾された（ 〈宇田川敬介『二〇〇一年、中国は崩壊する』二〇一二年一〇月十五日扶桑社新書参照〉 ） 。　
一方、未曽有の大地震と津波がもたらした甚大な被害は、三陸の東北地方・太平洋沿岸地域ばかりか、福島県内や
東京湾沿いの京葉工業地帯とその周辺の広大な地域に及んでいた。さらに、東京電力福島第一原子力発電所の事故の「不安」が日本中を覆っていた。東京や関東地方を中心に、多くの外国人による国外退去（ 「避難」 ）が始まり、その中に多くの在日米軍 関係者（軍人、軍属、及びその家族）が含まれていた。　
岩手県沿岸部で調査を行った折、自衛隊岩手地方協力本部本部長・髙橋俊哉１等陸佐は、―移動中の自衛隊車両の












動が実施された。他方、岩手県沖では「トモダチ作戦」に従事する米原子力空母「ロナルド・レーガン」を的に、中国の潜水艦部隊が集結していた。中国潜水艦隊の「動き」に、海上自衛隊潜水艦隊は―一寸の隙も与えず―、日本の海を「守り」 、東北地方・太平洋沿岸とその周辺海域における第一線部隊の活動を支えていた。同様に、航空自衛隊の①警戒管制部隊、②戦闘機部隊、③地対空部隊、④航空機整備部隊等はあえて第一線の救援活動から外れ、挑発行動を取り続ける中国軍、ロシア軍への警戒活動に当たり、被災地における災害派遣部隊の （ 「作戦」 ）を支援していた。　
陸上自衛隊第一ヘリコプター団（千葉県木更津駐屯地）等が、福島第一原発事故の対応（原子炉建屋上空の空間放


















といってよい。東北地方・太平洋沖地震は、①外交・安全保障の分野はもとより 学術研究のあり方 含め わ
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が国の危機管理態勢（体制）全般の在り方とわが国の「平和と安定」がいかに脆弱なものであるかを暴き出したのである。　
まさに、日本という国が潰れようとしていた。 「内」と「外」から同時にせまりくる史上空前の「衝撃」 （ 「未曽有
の大災害」と中 南西諸島侵攻の「脅威」 ）が、この国に重く しかかっていた。こうした状況の中 、自衛隊、海上保安庁、警察、消防の各組織が一丸となり、この国の盾となり、黙々と被災地の救援に携わり被災住民の「苦しみ」と向かい合っていた。こ 時の状況を語る際に 「何よりも『被災者』がかわいそうで・・・・」と、声を詰まらせる隊員もいた（北海道旭川市から主に岩手県北部沿岸地域の救援に赴いた陸上自衛隊第２師団司令部総務課広報室長・橘木耕治３等陸佐が残した言質） 。　
さらに、 「自己完結性」を帯びた自衛隊は、もともとの過少な兵力をものともせず中国、北朝鮮、ロシアの軍事的
脅威や挑発に対しても果敢に立ち向かっていた。地震発生を機に、日本周辺における中国軍、ロシア軍等 「動き」は活発となった。日本周辺諸国のわが国に対する軍事的活動と挑発とを抑止しなければならない。自衛隊には、 「災害対応」とは別に国を守るといった重大な責務 課せられていた。まさに、日本 運命が個々の自衛隊員の双肩にかかっていたのである。　
前述したように、 東北地方・太平洋沖地震は既存の「システム」や「制度 運用」に潜む欠陥（問題）と物事の「本
質」とを赤裸々に暴き出した それは、日本の「危機管理」 （ 「システム」 ）の脆弱性である。
貴島１佐から送られて












内容を見ると、①基幹兵力を４個中隊とし、さらに②１個中隊が予備戦力にあてられていた。そして、この４個中隊で順次ローテーション 組み災害派遣に対処する一方、③「戦力回復」 あたる部隊を東北 演習場ではなくすべて九州に「帰隊」させ 南西諸島防衛の態勢をとっていた。陸上自衛隊西部 面隊（九州・沖縄部隊）は、こうした部隊の「編制」と「運用」を織り交ぜ―自衛隊の「一〇万人派遣態勢」 （ 管直人首相」の指示）に則し、約四六〇〇名の兵力を東北へ 派遣 し、一方九州に残った過少な兵力でもって「南西諸島」防衛の任の先頭に立っていた。　
この点（自衛隊の「一〇万人派遣態勢」 、すなわち、一〇万人の部隊を東北地方・太平洋沿岸地域の第一線 配置し、
救助、救援、救護活動等を行うこと）の背景に、①わが国観測史上、未曽有の大被害をもたらした東北地方・太平洋沖地震（ 「東日本大震災」 ） 衝撃期」において「民主党」内閣の取った対応の「稚拙さ （ 「政治的意味」 ）と、 ②「民主党」政権の「自衛隊」 （ 「自己完結型組織」 ）の構造と機能に関する「知識」の大幅な欠如（または、 「認識の欠落」が読み取れる。一般に、一〇万人の隊員が被災地の救援に赴く場合、そ 活動を支えるには３～５倍以上の兵力が必要と言われる。例えば、行方不明者の捜索や被災者の生活支援 行うには、①情報収集に加え、②兵站の維持（通
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信、警備、部隊の衛生管理・医療支援、水・食糧・燃料・医薬品等の輸送・補給の確保） 、さらに③他の行政組織・機関等との調整等に当たる、部隊・人員等が必要になる。陸上自衛隊を例にとると、この場合、①第一線で救護に当る（ 「闘う」 ） 、②これを支援する部隊、③指揮・幕僚活動を行う司令部（方面総監部、師団司令部、旅団司令部、連隊本部 群司令 ）が本作戦（ 「災害派遣」 ） 当 ことになる。米軍等も同様である。米海兵隊の「戦力」の内訳を見 と、第一線の戦闘に当る兵力は全体の一五％、残り八五％は後方支援等の任務に当る。因みに 陸上自衛隊 兵力は約一四万人である。また、陸・海・空３自衛 の定員は約二四万人である。　
要するに、 「軍事型組織」とその運用に関わる基本的知識そのものが、当時の「民主党政権」には根本的に欠落し













日に実施した全国世論調査（面接方式）の結果で 「震災 に関わる各組織・機関等の活動「評価」 （複数回答）は次の通りである。１位「自衛隊」 （
82％） 、 「ボランティア」 （
73％） 、 「消防」 （
52％） 、 「被災地の自治体」 （
42％） 、 「警
察（




































































学院教授、北京大学客員教授等を歴任した文明評論家ギ・ソルマン氏 、次のように述べている。 「自衛隊が、津波来襲から１週間以内に作戦地域へ一〇万人動員を実施してみせ のである。予期せぬ展開能力 高さ 加え、人々を
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だともいえよう。 」と分析している（ 『中央公論』同月号参照） 。　
同様に、皇室が示された被災者への深い同情と労り































































































央特殊武器防護隊長・岩熊真司・１等陸佐、及び陸上自衛隊第１０４飛行隊長・加藤憲司・２等陸佐に対しアウトゥリアス皇太子賞を授与した。隊員が示した決死的行動（ 「対応」 ）に対して、中国、ロシアはもとより世界中の専門家が驚愕した。従来、自衛 は福島第一原子力発電所事故のような事態を想定した特殊装備や専門の訓練を施されていなかった。堀部勇二・１等陸佐にこの点を確認した時 堀部１佐の声のトーンが少し落ちたような気がした。 （南三陸町、気仙沼市等に展開した九州・沖縄部隊の動向を見守る）堀部１等陸佐も、明らかに、原子力災害に捨て身で立ち向かう仲間の自衛官たちの安否を気遣っていた。 （自衛隊東京地方協力本部本部長・小川清史陸将補と自衛隊岩手地方協力本部本部長・髙橋俊哉・１等陸佐等の支援を受け） 「東北地方太平洋沿岸部」の被災地 入るまでの間、陸上自衛隊西部方面総監部からは数々の協力 得た。その間、堀部 佐に対して「自衛隊にも病院船 あれば、今回のような大災害に有効に機能するのでは・・ 」とい た類 話 投げかけたことがあった。いずれの場合も、堀部勇二・１等陸佐・陸上自衛隊西部方面総監部広報室長の言葉の端々からは、国の循となり国民の命
いのち
を守る隊員の誠実さが伝











































東北地方・太平洋沖地震を振り返りいつも思うことがある。 「田老」 （ 「岩手県宮古市」 ）の世界最大の防潮堤の上か















　「災害社会学」 ） が飛躍的に発展した。戦後、 日本社会学界は米国の学会から大きな影響を受けた。しかしながら、
























⑤したがって、 「危機管理の社会学」 いては（ 「衝撃期」における） 「自己完結性」を備えた軍事型組織の対応
（のあり方）がどうであったかが、分析の要点となる。言い換えれば、わが国の場合「災害時」 （ 「衝撃期」 ）における「自衛隊」の組織的対応のあり方が研究の焦点に置かれる。 （田中伯知「いざ、東北沿岸へ―自衛隊岩手地方協力本部・本部長と共に（そ ２）―」 『早稲田大学高等学院研究年誌』第五十八号
 二〇一四年三月
 参照） 。 」
　
そのため、本稿では東北地方・太平洋沖地震 「東日本大震災 ）における自衛隊（地震・津波災害における「救援
























































































松江浩伸・准陸尉、前里知次・准陸尉、白井秀輝・陸曹長、尾﨑貴史・２等陸曹） 、②陸上自衛隊第９師団司令部総務課広報室（尾形朋子室長・３等陸佐、菅原宏幸・１等 尉、會津文彦・２等陸尉、矢吹正幸・陸曹長、秋元力・１等陸曹、敦賀奈津子・２等陸曹、成田奈保子・２等陸曹、長尾貴宏・２等陸曹、加藤光洋・３等 曹） 、③陸上自衛隊中央即応連隊広報 町田康行・１等陸曹） ④陸上自衛隊東北補給所装備計画部企画課防衛班（鳥飼晴子班 ・３等陸佐） 、⑤陸上自衛隊第３師団司令部総務課広報班（太田豊広報幹部・１等陸尉） ⑥陸上自 隊中部方面隊中部方面後方支援隊（塩津知明第４科長・１等陸尉） 、⑦自衛隊東京地方協力本部練馬地域事務所（井上努 １ 尉、市川真也・海曹長 村上誉・１等陸曹、柳川貴幸・２等陸曹、鈴木浩司・２等陸曹 日朝智昭 ３ 空 の支援を受けた。心より、感謝する次第である。　
本稿は、早稲田大学二〇一五年度特定課題研究（基礎助成、個人研究）の「研究助成」を受けて行った研究成果の
一端である。
